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市有財産（土地）条件付一般競争入札実施要領 

 

1．売払い物件 

物件番号 １号物件 

土地 

所 在 地目 地 積 予定価格 

菊池市片角字西原 298 番 4 宅地 899.02 ㎡ 32,900,000 円 

 

2．条件付一般競争入札参加者の資格 

市有財産売払いの条件付一般競争入札（以下「入札」という。）に参加を申し込め

る者は、個人又は法人とする。ただし、次の（1）から（5）のいずれかに該当する者

は申し込みをすることができない。 

（1）地方自治法第 238 条の 3 に規定する公有財産に関する事務に従事する本市職員 

（2）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 各項に該当する者 

（3）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2

条第 2 号及び第 6 号に該当する者 

（4）菊池市契約等における暴力団等排除措置に関する条例第 2 条第 4 号及び第 5 号

に該当する者並びに第 6 号に該当する不当介入を行った者 

（5）市税を滞納している者 

【注意事項】 

「菊池市が行う契約及び行政手続等における暴力団等の排除に関する合意書」に基

づき、入札参加者等が暴力団関係者でないことを警察署に照会、確認する場合があり

ますので、あらかじめご承知ください。 

 

 

3．契約条項を示す場所 

  契約上の主な条件を本書に後述するとともに、本件「売買契約書」を次の（1）（2）

において掲示する。本件の入札に参加申込を希望する者は、事前に売買契約書を熟読

し、契約条項に了承の上、入札の参加を申し込むこと。 

（1）菊池市隈府 888 番地 菊池市役所 施設マネジメント課 

 （2）菊池市ホームページ 
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4．契約上の主な特約に関する事項 

 売買契約には次の特約を付すので、買受を希望する者はこれらの定めを承知のうえ入

札に参加すること。 

(1) 土地の用途条件 

本売却物件を、申込時提出する事業計画に基づく「住宅又は事業所用地」に供す

ること。 

また、本契約締結の日から起算して 5 年以内に住居又は事業所（小売等の商業施

設を含む）を建設し、居住又は開業すること。 

(2) 買戻し特約 

①「 (1)土地の用途条件」に定める特約に違反したときは、本物件を買戻すこと 

ができる。 

なお、買戻しの場合、市が本物件を原状に回復させることが適当でないと認め 

る場合を除き、買受人の負担において本物件を原状に回復しなければならない。 

② 本契約締結後は、所有権移転と同時に買戻特約を登記する。 

③ 買戻し特約の期間中に「住宅又は事業所用地」に供することを目的に分筆登

記を行う場合は、市が指示する書類を添付した上で、書面により市の許可を得

なければならない。この場合、分筆後の土地には、買戻し特約及び「20．契約

上の主な条件（2）物件の譲渡禁止及び義務の承継」の義務が承継する。 

(3) 買戻し特約の解除 

   本契約締結の日から 10 年を経過したとき、又は「(1) 土地の用途条件」を満た

したときに、買戻しの特約登記の抹消登記を出来るものとする。 

 

5．入札申込に係る提出書類 

（1）条件付一般競争入札参加申込書（様式第 1 号） 

（2）誓約書（様式第 2 号） 

（3）本籍地の市区町村が発行する身分証明書（申込者が個人の場合）又は、登記事

項証明書（申込者が法人の場合） 

（4）役員等名簿及び照会承諾書（様式第 3 号、申込者が法人の場合） 

（5）住所（又は所在地）市区町村発行の「未納（滞納）がない証明書」 

（6）事業計画書（事業者概要調書、事業計画書、計画図等） 
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6．入札参加の申込受付期間 

「5．入札申込に係る提出書類」を添えて、次の期間までに申し込むこと。 

  令和７年８月８日（金）午前８時 30 分から 

令和７年 11 月 21 日（金）午後５時 00 分まで（必着） 

※ただし、土曜、日曜、祝日は除く。（営業日の午前８時 30 分から午後５時 00 分

まで） 

 

7．受付場所 

菊池市役所 施設マネジメント課  TEL：0968-25-7205 

※ 各支所での受付は行わない。 

 

8．入札参加資格の承認と入札書等書類の交付 

提出書類の審査後、入札参加資格の適否を決定し、入札参加の申込者へ条件付一般

競争入札参加者資格適格（不適格）通知書（様式第 4 号）を送付する。 

なお、入札参加の適格者（以下「入札参加者」という。）と認められた者には、合

わせて入札書（様式第 6 号）その他関係書類を送付する。 

 

9．現地説明会 

  現地説明会は行わないので、物件位置図等により現地を確認すること。なお、現地

確認の際には違法駐車など周辺住民の方の迷惑にならないよう配慮すること。 

 

10．入札保証金 

 入札参加者は、入札保証金を納付しなければならない。なお、入札保証金は、以下

のとおり取り扱う。 

 （1）入札保証金は、入札金額の 100 分の 5以上に相当する額とする。 

（2）入札保証金を納付しようとするときは、入札保証金納付申請書兼入札保証金返

還請求書（様式第 5 号）を提出すること。 

（3）入札保証金納付申請書兼入札保証金返還請求書の提出後、市が発行する納入通

知書により、入札日前日までに入札保証金を納付すること。 

（4）入札保証金の納付を証明する領収書は、入札当日に持参すること。 

 （5）入札保証金は、落札者を除き、入札参加者の指定する金融機関の預貯金口座へ
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振り込む方法により還付する（金融機関の振込手続きに数日を要すことをご了承

ください）。なお、落札者の決定を保留した場合は、落札者を決定するまでの間、

当該物件の入札参加者に係る入札保証金の還付を保留する。ただし、落札決定前

に入札を辞退する旨の申出があった入札参加者には、入札保証金を還付する。 

 （6）入札保証金には利息は付さない。 

 

11．入札及び開札の日時並びに場所 

（1）入 札 

日 時：令和７年 12 月 12 日（金）午前 10 時 00 分 

会 場：菊池市役所 本庁 2 階 203 会議室 

※ 郵便による入札は認めない。 

（2）開 札 

  入札会場において、入札の終了後、直ちに開札する。 

 

12．入札及び開札の方法 

（1）持参する物 

① 条件付一般競争入札参加者資格適格通知書（様式第 4 号） 

   ② 入札保証金の納付済を証する領収書 

③ 入札書（様式第 6 号） 

④ 委任状（様式第 7 号） 

※ 代理人により入札しようとする場合 

⑤ 印鑑 

※条件付一般競争入札参加申込書に押印した印鑑（実印） 

※ 代理人が入札する場合は、委任状に押印した代理人使用印を持参すること。 

⑥ 筆記用具（黒ボールペン） 

 （2）入札の方法 

① 市が提示する「予定価格」以上の価格をもって入札すること。 

② 入札書に記載する金額の単位は、1,000 円単位とする。 

③ 入札書は所定の用紙（様式第 6 号）を使用すること。 

④ 入札金額は、物件ごとにその総額を記入し、入札者の住所（又は所在地）、氏

名（法人においては名称と代表者氏名）を記入押印のうえ提出すること。 
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 （3）開札の方法 

① 開札は、入札参加者全員の立会の下に行う。 

なお、入札参加者が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない本市職員

を立ち会わせて開札する。 

② 提出済みの入札書は、その理由の如何にかかわらず書換え、引換え又は撤回

をすることができない。 

 

13．入札の無効 

 次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 （1）入札に参加する資格を有しない者のした入札 

 （2）委任状を提出しない代理人のした入札 

 （3）所定の入札保証金を納付しない者のした入札 

 （4）記名押印を欠く入札 

 （5）入札金額を訂正した入札 

 （6）誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

 （7）明らかに連合によると認められる入札 

 （8）同一事項の入札について、他人の代理人を兼ね、又は 2 人以上の代理をした者

のした入札 

 （9）2 つ以上の意思表示をした入札 

 （10）その他入札に関する条件に違反した入札 

 

14．落札者の決定 

入札参加者のうち、予定価格以上の最高の価格を入札した者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき同価の入札をした者が 2 人以上あるときは、直ちに当該

入札参加者に「くじ」を引かせて落札者を決定する。 

この場合で、当該入札参加者のうち、くじを引かない者があるときは、当該入札事

務に関係のない本市職員にくじを引かせ落札者を決定する。 

 

15．売買契約の締結 

  落札者は、市長が定める売買契約書により、落札決定の日から 10 日以内に契約を

締結しなければならない。 
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ただし、落札者が書面により契約の締結の延期を申し出た場合で、やむを得ない事

情があると認められる場合は、この期限を延長する。 

なお、落札者が契約を締結しないときは、落札又は売払いの決定を取り消すものと

する。この場合、落札者が納付した入札保証金は市に帰属する。 

 

16．契約保証金及び売買代金の納付 

 落札者は、契約締結の際に、契約保証金を納付しなければならない。なお、契約保

証金及び売買代金の納付は、以下のとおり取り扱う。 

 （1）契約保証金は、契約金額の 100 分の 10 以上に相当する額とする。 

（2）契約保証金は、市が発行する納入通知書により納付すること。 

（3）落札者に係る入札保証金は、契約保証金に充当することができる。 

（4）売買代金は、契約締結の日から 30 日以内に、市が発行する納入通知書により、

その全額を納付すること。 

（5）契約保証金は、売買代金の一部に充当することができる。 

（6）納付期限までに売買代金を完納しないときは、契約保証金は市に帰属する。 

（7）契約保証金に利息は付さない。 

 

17．所有権の移転及び物件の引渡し 

  売払い財産の所有権は、その売買代金が完納したときに移転するものとし、同時に

現状有姿のまま引き渡す。 

 

18．所有権移転登記 

市は、売買代金の完納を確認した後、所有権移転登記を行う。ただし、所有権移転

に伴う全ての経費は落札者の負担とする。 

 

19．契約の解除 

 売買契約締結後、契約を締結した落札者（以下「買受人」という。）が売買契約書

に定める義務を履行しないときは、契約を解除する。 

 

20．契約上の主な条件 

 売買契約には次の条件を付す。 
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（1）公序良俗に反する使用等の禁止 

本物件は次の用途に供してはならない。 

  ① 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77 号)第 2

条第 2 号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びその構成員の活動のた

めに利用するなど公序良俗に反する用途 

② 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)

第 2 条第 1 号に規定する風俗営業、同条第 5 項に規定する性風俗関連特殊営業

及び同条第 13 項に規定する接客業務受託営業の事務所の用途 

（2）物件の譲渡禁止及び義務の承継 

① 売買契約締結の日から、5 年を経過する日までの間（以下「指定期間内」とい

う。）、売買、交換等（相続を除く。）による所有権の移転又は、貸付、若しく

は地上権、質権、使用貸借による権利その他使用及び収益を目的とする権利（抵

当権を除く。）を設定してはならない。 

② 指定期間内であって、特別な事情により、売買、交換等（相続を除く。）によ

る所有権の移転又は、貸付、若しくは地上権、質権、使用貸借による権利その

他使用及び収益を目的とする権利（抵当権を除く。）の設定が必要となった場

合は、買受人は、書面による申請により市と協議し、市の承認を得なければな

らない。 

③ 買受人は、市の承認を得た上で、指定期間内に第三者に対し上記に記載する

所有権の移転又は、権利の設定をする場合は、当該第三者に対し前各号を書面

にて承継させなければならない。 

（3）実地調査等 

① 「（1）公序良俗に反する使用等の禁止」及び「（2）物件の譲渡禁止及び義務

の承継」の定めに関し、市が必要と認めるときは実地調査を行うことができる。 

② 契約者は、市から要求があるときは、売買物件について利用状況の事実を証

する登記事項証明書その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を市に報告

しなければならない。 

③ 買受人は、正当な理由なく実地調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は報告若

しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（4）その他の留意事項 

ア 本物件は、都市計画区域に該当する。 
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イ 本物件の敷地境界に境界標は設置していない。境界標の確認・設置等が必

要な場合は買受人の負担により行わなければならない。なお、地籍調査完了

地区のため、測量座標が必要な場合は市が提供する。 

 


